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1はじめに

 近年，開発など人的要因に起因する熱帯密林の破壊，水質や土壌汚染，また，これ

らに伴う生態系や生息環境の悪化や資源の過剰な利用等による野生生物種の枯渇に対

し，一般の関心はますます高まりつつある。このような環境や生態系の危機に直面し，

人々は，今まであたりまえのものとして享受してきた自然について考え，その申で

人と他の生物との関係を改めて考え直すようになった。この過程で，これらの自然環

境を健全なかたちで未来へと継承していかなければならないという責務や地球に対す

る倫理的義務を再認識し，この脈絡で従来の資源の消費的利用を申心とした人と自然

の関係に代わる新しい関係もが模索されることとなった。今後人と自然がどのよう

な関係を築くべきかという問いに対し，様々な見解が存在している。例えば何を資源

と見なすのか，資源は誰のものであるのか，また，その所有権に関連し，誰がどのよ

うに使うべきであるかといった点（秋道1999），特に，高度回遊工種資源の利用と保

護に関しては，国際的にも意見が分かれるところである（Freeman and Kreuter 1994）。

 鯨をめぐる紛争は，この国際的論争の一部門成すものであり，鯨利用に関し世界は

現在2分されている。一方は，鯨との新しい関係を求め，従来の消費的利用を否定す

る。鯨類は，特別な動物であるから食用とされるべきではなく，ホエール・ウオッチ

ング等の非消費的利用が鯨類の「正しい」利用法であると断言し，鯨類は世界の共有

財産であり，次世代のために保護せねばならない資源であると主張している。他方は，

持続的な利用が可能であるならば，従来からの消費的利用は許されるべきであると主

張し，伝統的な資源利用者の権利を認め，感傷的な理由のみによる絶対的な保護に反
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対している。

 これらの対立する見解は，三竿がどのような資源であるのかという意見の相違に起

因するものであり，双方とも鯨類が「資源」であることには合意しているが，誰が，

どのように鯨類を利用するかで意見が異なる。サグとクレーター（Sugg and Kreuter

1994：17）によれば，資源の定義づけは価値観に基づいており，資源紛争とはまぎれ

もない価値観の対立であると言う。言い換えれば，捕鯨紛争とは鯨をめぐる価値観の

対立を意味しているのである。

 本稿は，なぜ捕鯨紛争が30年の長きにわたり，解決を見なかったのかを価値的対

立の観点から考察する。先ず，鯨をめぐる現況を概観し，最近の紛争の進展や対立の

構造について述べ，鯨をめぐる紛争についてまとめ，最後に鯨類の資源利用の展望に

ついての言及を試みてみたい。

2鯨は誰が管理しているのか？

 高度回遊甲種である大型鯨類の管理と利用は，国際的な取り決めである国際捕鯨

取締条約（ICRW）1）に基づいており，実際の鯨類管理および利用に関する決定は，

1948年に設立されたその執行機関である国際捕鯨委員会（IWC）が行なっている。が，

IWCは鯨類管理に関し絶対的な権限を有しているわけではなく， IWCがその管理の

対象としているのは，日野約80種の内大型鯨類13種のみで，イルカ等の小型鯨類に

関しては管轄権を持たない。

 さらに，IWCに加盟していない国はこの国際的規制を受けることはない。言い換え

れば，加盟国でなければ，IWCの保護対象種の鯨を捕獲しても，国際法上直ちに問題

とはならない。不合理のようであるが，他の漁業管理条約も同様であり，非加盟国に

どのように自発的に資源の保全措置を遵守させるかが海洋資源管理の課題となってい

る。

 日本を含め，現在（2003年5月現在）のIWC加盟国は49ヶ国ある（表1）。鯨の

管理機関であるIWCには， ICRWを遵守する意志を文書で示した国であれば，内陸

国であろうと，非捕鯨国であろうと，鯨類の資源管理に直接的利害をもたない国でも

加盟できる2＞が，ICRW（1998）の前文には，「鯨族の適当な保存を図って，捕鯨産業

の秩序ある発展を可能にする」と明記してある。

 IWC加盟国は，現在は3派閥に分かれている。日本やノルウェー等を含む野生生

物資源の持続的利用国，鯨の捕殺は基本的に認めない反捕鯨国，そして中間国である。

だが，中間国は流動的であり，決定に関しては反捕鯨国に賛同することが多く，数の

上では反捕鯨派が大多数を占めることになる。他の国際機関と同様に，IWCにおける

決定は基本的に多数決であることから，IWCは最大派閥に牛耳られたかたちとなり，
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表 IWC年次会議参加国推移

年次回数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54

年 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 oo Ol 02

会議開催地

奪塗歯き軽 毒ン身 オ畠ス冒ロO 褐夢署発 壽ン窪 藷ン身 甥聖o モ蜜
ｴ蝿

壽ン箋 藷ン窪 ハuP雪グ田呑

llン身 藷濃 毒ン身 呈冤ジ舅 霧場
渠馨ド 毒ン皇 霧場 ロ5

yン窪

墓8鼠困ざ llン身 壽ン身 発覆ン§彰o 壽ン身 ロ5
yン9

藷ン2 藷ン2 藷魂 鋸謬 毒ン2 9冤
；匿イ畠塀 ；匿イ畠鑓 ヲ1塀 ζ署 葉ス1 マζ

汲Xメ蜜o
ll塁 111善 診窪旛雪8 孟≡嬉多門 羅麓1閑 多象季1 麟自o ヱ雷

ﾑ等雍

多岳振 確駕鐸 モ竃
i身曙o

マ竃
X冨力6

鴻g

セ雪 羅顯 壽ン窪 下田関ま曳畠塁

1オーストラリア Austra』a ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × X X × X × × × × × × X × × × × X × × × × X X X オーストラリア

2カナダ Canada ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × X × X × カナダ

3フランス France ◎ ◎ ◎ ◎ ● X × X X × × ○ × × × × × × × × X × × X X X X × × × X X X × × × × × × × × × × X × × × X × × X × × × × フランス

4アイスランド Iceland ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ □ □ 口 × X 冨＊ 扁＊ アイスランド

5オランダ Netherlands ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● × × × X × 購 X × X × × × × × × X × X × X X × × × × × × × × × × X オランダ

6ノルゥェー Norwa ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ □ □ □ □ ◇ ◇ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ノルウェー

7パナマ Panama ○ ● ● X ● ● × 籔 澱 メ 蝋 鑓 影 義 臨 x 槻 逃 裏 薫 × × X × X × 誠 × × × × × パナマ

8南アフリカ S．A揃ca ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × X X × × × × X × × × × × × × × × × X X × × X × × × 南アフリカ

9スウェーデン Sweden × × × X X × X × × X X X × × × 孫 × × × × × × × × × × X × X × X × X × × X × × × X スウェーデン

10英国 U．K． ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ X × X × × × × X × X × × X X X × X X × × X × × × × × × × × × X X × × × X × × × X 英国

ll米国 uS．A， ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 米国

12ロシア（旧ソ連） Russia ● ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ＝ △ ロシア（旧ソ連）

13ブラジル Bra五1 ○ ○ 轡 ○ ○ ○ 難 ○ ◎ 黛 o o o ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ X × × X × × X × × × × X × × × × × ブラジル

14デンマーク Denmark ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ デンマーク

15メキシコ Mexico × 禦 韓 稼 × × X X 翼 × X × × 漱 X 鹸 × X 罵 X X X × × X X X × X × × × × X × × X × × × × X × × × × × X X × × メキシコ

16ニュージーランド New Zealand O 欝 ゆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × X × × × X × X X × X X X × X × × X rX × × X × X × X × × X X X X ニュージーランド

17日本 Ja an ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◇ □ □ □ □ □ □ □ ［］ □ □ □ □ □ □ 日本

18アルゼンチン Ar entine ○ ○ × × × × × X × X X × × × × X × × X × × X X X × X × X X × × 灘 錘 × × X ＝ 議 X × X × × アルゼンチン

19チリ Chile ○ ○ ○ ○ X ○ X X X X 襲 × × × × × X X × X X × × × × チリ

20大韓民国 S．Korea ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ × × × × × × × X × × X × × × × × 大韓民国

21ペルー Pen1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × 幾i ＝ 嶺 騨 摯 ＝ 諸 耀 岬 醜 唄 5隠 磯 馳 醐 X ペルー

22セイシェル Se chelles × × X × × × X × × × × × × X X 蓑麟 脚 セイシェル

23スペイン Sain ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × X × X × × X × X X X × スペイン

24オマーン Oma11 × × × × × X × × × X X × ＝ X 畿 × X × × X × X × オマーン

25スイス Switzerland X × × × × X X × × X X × X X × × X × × × X × × スイス

26中国 C丘亘皿a × × × × × × × X × × × × × X × × × × × X × × 中国

27インド In（ha × × X × × × × X × X X 翻 × × × 数 × X × X インド

28ジャマイカ Jamaica × 撰 瀬 ジヤマイカ

29セントルシア SしLucia × × X × × × × × × X X × × × × × X × X × × × セントルシア

30セントビンセント St． Vincent △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ．セントビンセント

31ウルグァイ Uru ai × × 翼 X 猿 縄 蝋 蝋 麟 楢 ウルグアイ

32コスタリカ Costa Rica × 麟 X i騨 義 鷲 解 瀞 昇 麺 鵡 漁 旗 瀞 工 篇 娠 無 潔 繍 コスタリカ

33ドミニカ Dominica 灘
⇒ぐげ［

× X X × げ鍔 × × × X × × ドミニカ

34アンチグアバーブーダ Anti ua B． × × × × 辱 重 備 撚 』 概 X X ＝ × X × X × × アンチグアバーブーダ

35ベリーズ Belize × × X × 嵐 執 ベリーズ

36エジプト E  t X × × × X X 欝 エジプト

37ドイツ（IB西独） German X × × × X X X × X × × × × X × X × × × × X ドイッ（旧西独）

38ケニア Ken a X 又 × X 1轡 礁 撫 欝
漕 ．』 璽 繍 瞥 準 鞭 灘冊 ＝ ケニア

39モナコ Monaco X X × × × 蹴 魏 × X × × × × × × × × × × X モナコ

40ブイリピン P1曲 ines

●：母船式捕鯨国

宦F沿岸捕鯨国

掾F母船・沿岸捕鯨国

｢：原住民生存捕鯨国

?F調査捕鯨国

栫F調査・沿岸捕鯨国

?F非捕鯨国

Q：年次会議欠席国

y：投票権停止国

@（会費未納のため）

uランク：非加盟国

× ○ ○ ○ × 等 フィリピン

41セネガル Sene aI X × × 慌 竺 型 蝉 騨 辮 準 ＝ 。無 犠 翻 聾 轡 鱗 ＝ ＝ セネガル

42フィンランド F血land × × X × X × × × × X × × × × × X × × X × フィンランド

43モーリシャス Mauritias × x 遮 鑑 箪 モーリシャス

44アイルランド Ireland X ；、藤 》ζ， 騨 X × X × × × × × X × × × × アイルランド

45ソロモン Solomon X × × X 譲 × × × × × × X 葺鞍 X × ソロモン

46エクァドル Bcuador 繋 粥 踏 エクアドル

47セントキッッ St．Kitts－Nevis
1× 燕 就 罵  ＝ × × × × セントキツツ

48ヴェネズエラ venezuela 軒 辮 轟 論 》 纈 ヴェネズエラ

49グレナダ Grenada × X × X × X X × × X グレナダ

50オーストリァ Austria X × X X × × × × X オーストリア

51イタリア Ital × × × × X イタリア

52ギニァ Gu㎞ea
× × X ギニア

53モロッコ Morocco × X モロツコ

54サン・マリノ San Marino X サン・マリノ

55ベニン Benin X ベニン

56ガボン Gabon × ガボン

57モンゴル Mon o瞳a
× モンゴル

58パラオ P瓠au
× パラオ

59ポルトガル Po伽al
× ポルトガル
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＊：アイスランドは分担金を支払ったが，留保付き加盟問題からIWC53の議長采配でオブザーバーとされた
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資源管理機関でありながら，「水産資源として鯨を利用しない」という反捕鯨政策に

基づいた決定が多く行なわれる結果を生んだ。この顕著な例が，1982年に資源に関

する知識の不確実性を理由に採択された商業捕鯨モラトリアム（一時的停止）であり，

この結果，IWCの管轄下にある群類が資源状況にかかわらず全面的に捕獲禁止となり，

現在までこの海洋資源の利用をめぐり葛藤が続いている。

3捕鯨の現状

 鯨の利用と保護の対立の中で，捕鯨の現状はいったいどうなっているのであろう

か？ メディアがモラトリアムに関する報道を多く取り上げているため，世界で捕鯨

が全面的に禁止されていると思われる方もいるが，現在も次の5種類の捕鯨が合法的

に行なわれている。これらは，1）先住民生存捕鯨（主に文化的理由でIWCより捕獲

枠を付与）；2）商業捕鯨（ICRW上の異議申立ての下）；3）捕獲調査（ICRW上の締

約国の権利）；4）Iwc非加盟国によるrwc対象種の捕鯨；5）rwc加盟国および非

加盟国によるIWC管轄外鯨種の捕鯨（ツチクジラ漁，イルカ漁業等）である。

 先住民生存捕鯨としての捕獲枠の要求がなされたとき，IWCはこのような要求が正

当化しえるかというレビュ』を行い，認められた場合に限り，主に文化的理由で先住

民らに捕獲枠を付与している。このカテゴリーの下で捕獲枠を得ているのは，アメリ

カ（アラスカのイヌイット，ワシントン州のマカー），デンマーク（グリーンランド

のイヌイット），ロシア（チュコト自治管区のチュクチ，イヌイット），およびセント・

ビンセントおよびグレナディーン諸島である3）（IWC 2002：137－140）。

 商業捕鯨は現在ノルウェーのみが行っているが，これはモラトリアム採択の折り，

ノルウェーが異議申し立てを行ったためである。このような，異議申し立てに基づく

捕鯨は，ICRW締約国に認められた権利であるため，商業捕鯨モラトリアムの規制を、

受けない。ノルウェーは地域資源管理機関であるNAMMCO（北大西洋海産哺乳類類

委員会）4）で捕獲枠を協議，設定し，その決定をIWCへ報告している。

 捕獲調査もまた条約第8条でICRW締約国に認められた権利であり，各締約国政府

は，科学的調査のため自国民に捕獲枠を付与することが認められている。IWCは条約

第4条で鯨類に関する調査・研究を奨励しており，多くの締約国がこの制度を利用し

てきたが，現在（2003年5月）利用しているのは日本のみである。日本政府は1987

年以来南氷洋（南極海鯨類捕獲調査：JARPA）で，また，1994年以来北西太平洋（北

西太平洋鯨類捕獲調査：JARPN）で捕獲調査を行っている。日本の調査は，科学的情

報の「不確実性」がモラトリアムの根拠とされたため，鯨類に関する科学的知見を高

め，より信慧性の高い科学的情報を収集，分析，提供するために行なわれている。日

本は，調査で得られた科学的情報やその分析結果を，世界の鯨類学者の専門家集団で
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あるIWC科学小委員会（rWCISC）で報告し，日本の調査は鯨類学の進歩・発展に寄

与している。

 IWCの非締約国によるIWC対象種の捕鯨は，数力国が行っているが，前述したよ

うにこれら非締約国は，rwc管理規定を遵守する義務も，またその捕獲を報告する義

務もない。そのため，これらの国での捕鯨の現状を把握することは困難である。・イン

ドネシアは主にマッコウクジラを定期的に捕獲し（Bames 1994；小島，江上1999），また，

フィリピンでも，ニタリクジラを捕獲することが知られている（Dolar 1994；Perdh et Id．

1998）が，その頻度や捕獲頭数はIWCへ報告がないため詳しくわかっていない。こ

れらの国々とは対照的に，例年IWCヘオブサーバーを派遣しているカナダは，イヌ

イットによるホッキョククジラの捕獲報告をIWCに自主的に行っている。

 小型鯨類，イルカ類等の捕獲は，現在各国で，または種によっては数力国の水域に

生息するために，NAMMCOのような地域管理機関で管理されている。小型照照の捕

獲はIWCの管轄外であるために，非締約国のみならず，締約国もrWCへの捕獲報告

の義務はない。そのため自主的な情報提供のみによるので，小型鯨類の捕獲の現状に

ついても詳しくわかっていない。

4二分化した資源管理機関：国際捕鯨委員会（IWC）

 資源管理機関での紛争が，通常資源の「分配」をめぐる葛藤であることを考えれば，

このIWC内での捕鯨に関する対立は従来の資源紛争とは極めて異なっている。紛争は，

利用すべき資源の「分け前」ではなく，むしろ鯨を水産資源として利用すべきか否か

という前提部分にある。言いかえれば，鯨を「食料資源」としてみなす日本やノルウェー

のような捕鯨国と「鑑賞用資源」とみなす米国を初めとする反捕鯨国との価値的対立

がIWC内での問題解決を困難にし，その機能を麻痺させている。本章では， IWC内

の3派閥の言動についてまとめてみたい。

4．1持続的利用派

 鯨類を再生可能な水産資源と見なし，捕鯨の存続を求めている日本やノルウェーら

の捕鯨国は，鯨類の非致死的利用のみしか認めないという反捕鯨諸国の言動は文化帝

国主義であり，主権の侵害にあたると考えている（WC 1993a：16；rWC OS 2001）。鯨類

資源をどのように活用するかという各国の意志は尊重されるべきであり，国際資源管

理機関で消費的利用と非消費的利用という二つの選択肢から，どちらかひとつを選択

させるようなことはすべきでないとしている。

 食料資源としての獣類の利用は風変わりな習慣であり，そのような慣習をもつ国々

は，アイスランドや日本，ノルウェー等，世界でも少数にすぎないとの印象があるが，
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実際には，鯨類は他の水産資源と同様に一般的な食料として用いられてきた。現在も，

またつい最近まで鯨類を食料として利用してきた国々は世界で約40力国（大曲2002）

にも昇り，鯨肉は，かつては強硬反捕鯨国の英国やフランスの王族も食していた格の

高い食べ物であった（Fossa 1995）。

 持続的利用派は，鯨類を水産食料資源として利用したいと考えているが，枯渇した

三戸の利用を強引に求めているわけではない。日本やノルウェーが現在捕獲している

鯨資源は健全であり，その利用に問題はないとされている5）。利用派の基本的な立場

は，世界に現生する約80種の鯨類の内資源が健全な種に限って，再生可能な水産資

源として持続的に利用していこうというものである。このような資源の持続的利用

の方針は，国連食糧農業機関（FAO）や国連環境開発会議（UNCED）でも合意され，

持続的開発をめざす世界での新たなルールとしてすでに受け入れられている。また，

科学的情報に基づき鯨類資源を安全に利用できる計算方式である改訂管理方式（RMP）6）

が既にIWCISCによって開発， IWCによって承認されている。さらには， IWCはそ

の実施に関する規制措置である改訂管理制度（RMS）7）をも開発中であり，このよう

な新たな措置が資源管理へ適用される準備が整いつつある。また，捕鯨が再開されて

も，市場は鯨肉中心のごく限られたものであり，過去とは異なる持続的捕鯨であるこ

とから資源が枯渇する可能性はきわめて低いと考えられる（Aron， Burke， and Freeman

2000：183；大隅2002：32）。

 さらには，世界の水産資源の一部は既に危機的状況にあり（FAO 1997），将来の食

料生産に暗い影をおとしていることから，より包括的な資源管理，鯨類を含んだ複

数種一括管理のような措置が必要であり，このような生態系漁業管理の重要性は国

際連合（UN）のアジェンダ218）， FAOの京都およびローマ宣言9＞等にも反映されて

おり，食物連鎖の頂点である鯨類を盲目的に保護するのは得策でないと主張してい

る。増えつつある世界人口の食料安全保障のためにも鯨類の絶対的保護は有害であり

（IWC OS 2001），言い換えれば，水産資源管理の見地からも管理下での鯨類の捕獲，

例えば間引き，は望ましい措置であるとしている（小松2001：280－291）。

4．2反捕鯨派

 一方反捕鯨国は，全ての僧号をその資源量にかかわらず保護したいと考えているた

め，鯨類資源の持続的利用に関する論争は，彼らにとって意味を持たない。米国を筆

頭とする反捕鯨国は，表向きには，全世界での「捕鯨の終焉」10）を最終目標としてい

ることから，世界で5種類もの捕鯨が現在も合法的に行なわれていることを恥ずべき

現状と考え，以下のような対応を試みている。

 先住民生存捕鯨の下でも，鯨の捕殺を容認することは喜ばしいことではないが，世

界的に認められている先住民の権利に鑑みて大目に見ている。この捕鯨カテゴリーに
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関する方針は，なるべく現状維持の状態に保ち，新規の要請等は認めない様にするこ

とである。アラスカ・エスキモーの捕鯨に対してさしたる反対はないが，新規に70

年ぶりに捕鯨を再開した新参者のマカーに対する風当たりは大変強い。多くはこのよ

うな要求は正当化できないとして快く思っておらず，反捕鯨団体による訴訟が絶えな

いことから，実質的に捕鯨ができない状況に追い込まれている11）。

 先進国による捕鯨への彼らの風当りはさらに強く，日本の捕獲調査に関しては非致

死的調査のみを行なうよう求め正2），また，日本が過去15年間求めている沿岸小型捕

鯨の救済捕獲枠についても，新たな捕鯨のカテゴリーをIWC内で承認することにな

るので認める意思はない（IWC 1991：36；2002：36）。ノルウェーの異議申立てに基づく

商業捕鯨や鯨肉輸出に関しては，貿易制裁等の圧力をかけ13），自粛に追い込もうとし

ている。さらには，再加盟したアイスランドが，鯨肉の輸入を開始し，捕獲調査をお

こなう意志を示した14）ことから，批判を強めている。

 さらに，条約外捕鯨をおこなっているカナダ，インドネシア，フィリッピンを

IWCに（再）加盟させ，小型鯨類をもIWCの管轄に組み込んで15＞，その捕獲を規制

したい考えである。言い換えれば，世界中でのあらゆる捕鯨を「鯨を水産資源として

利用しない」IWC多数派の規制下に置こうとして，鯨の捕殺ゼロを目標に活動して

いる。

 反捕鯨国によれば，高度回遊性の鯨類は，一部の国の身勝手な理由で捕殺されるべ

きでない「世界遺産」16）である。よって，内陸国も，非捕鯨国もその鯨類資源の未

来について多大な関心と発言力を有し，IWCの議論に参加している。鯨製品には代

替え品があり，鈷を打たれた鯨は苦しんで死ぬため捕鯨は残虐である17）。このよう

な前世代の遺物である捕鯨は，今や人類にとって必要ではない。21世紀の鯨類利用は，

ホエール・ウオッチング等の非致死的利用のみとすべきであり，このような時代の流

れにそって，IWCは資源管理機関から保護機関18）へと転換すべきであると主張して

いる。

 このような主張を正当化するために，主に科学論，倫理・動物権，国際法の3種類

の反捕鯨の言説を流布している。もっとも顕著な科学論の例は危機に瀕している一部

の鯨類の状況を一般化した「絶滅論」19）であり，危機感を盛り上げた環境保護団体の

資金集めに大変効果的であった（Kalland 1992：21）。実際には近代捕鯨で絶滅した種

はないし（田中昌一2002：12），鯨類の大半はもはや絶滅の危機にはないが，メディ

アの力によって，この言説は広く流布し，一般に浸透することとなった（Aron， Burke，

and Freeman 2000）。‘もうひとつの科学論は，「不確実性論」で，鯨類は未知の部分も

多い高度回遊性の海産哺乳類であり，その生物・科学的情報には不確実性を伴う。そ

のため，より確実なことが解るまでの予防措置として捕鯨は禁止されるべきであると

いう言説である（長崎1992：12；IWC 1982：18）。
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 しかしながら，これら科学論はIWCISCの活躍により，鯨を危険なレベルまで減

らすこと無く，安全に利用できる捕獲枠の計算を可能にしたRMPの完成によって，

1992年までにその意味をなくし，かつて米国の政府代表委員であったクナウス氏に，

以後米国は倫理的立場から反捕鯨政策をとると言わせしめている（Marine Mammal

News l991）。この結果，主要な言説は，科学論から倫理・動物権へと移行することと

なった。

 倫理・動物権の言説では，鯨類は特別であり，保護されてしかるべき存在である。

鯨類に特別な保護を与えることが，個人および社会的熟成度の指針であると共に，反

捕鯨共同体への会員資格ともなっており（Schef∬er 1991：19；Fuller l991：2），鯨類は，他

のすべての野生生物より「特別な」資質があるため，排他的保護に値すると主張して

いる。バースト（Barstow 1991）によれば，一類が特別なのには5つの理由があると

される。それらの理由とは，1）海洋環境で高度に進化した大型生物であり，脳も大

きく賢く，生物学的に特別；2）生態学的に上位の地位を占め，自然と調和して進化

した大型哺乳類であり，生態学的に特別；3）鯨は人類と古くから人類と交流の歴史

を持つ等，文化的に特別；4）高度回遊性の鯨類は世界遺産であり，政治的に特別；5）

環境保護や動物福祉運動のシンボルとして特別である（Kalland 1993参照）。

 このような「特別な鯨」のイメージを生み出すために，様々な帯解からの特徴を選

び出し，鯨の虚像をつくりあげ，それを人格化することによって実際には実在しない

「スーパー鯨」神話を生み出し，この言説を流布させている（Kalland 1993）。注意し

なければならないのは，この言説の中心は実在の鯨ではなく，この鯨の虚像であるこ

とである。また，この新しい関係では，鯨の消費的利用はモラルに反するため認めら

れていない。なぜなら，鯨は海で人間に匹敵する「海の人類」（Kalland l993：125）で

あるからである。さらに，野生動物である鯨の利用は密猟につながり，密猟は生物資

源の枯渇や絶滅につながる。野生生物をこのようなかたちで利用する権利は誰にもな

い（WDSC n． d．）。よって，捕鯨は禁止されるべきであり，鯨の利用は非致死的利用

のみに留まるべきであるという主張である。

 国際法の反捕鯨言説は，捕鯨が国際法に違反しておこなわれているというもので

あり，主に日本をターゲットとしている。もっとも典型的な例は，日本の捕獲調査

が，字類の捕獲を禁じている商業捕鯨モラトリアムと南大洋サンクチュァリー（SOS）

にもかかわらず，該当水域で行われており，国際法違反であるという主張である

（Greenpeace l999；Media Statement 2000a）。また，捕獲調査標本の鯨肉を副産物として

販売していることから調査が「疑似商業捕鯨」であり，鯨類勢門を生産する口実であ

るとしている（Greenpeace n． d．；Media Statement 2000b）。このような主張を正当化する

ため，IWCISCの報告書を作為的に引用し20）， rWCの鯨類資源管理には日本の調査は

必要ない（IWC 2000：39）とし，鯨製品生産のために締約国の権利を日本が「抜け道」
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（WDSC n． d2．）として悪用していると非難しているのである（WWF n． d．；IWC OS

2001参照）。

 国際法の反捕鯨言説のもうひとつのバリエーションは，日本が「権利の乱用」21＞を

おこなっているという主張である（IWC 1999：29；2000：38；Thggs 2000）。モラトリアム

やSOSといった規制，さらには日本政府に対し調査許可証発給自粛，再考等を求め

るIWC決議が存在するにも関わらず，日本は締約国の権利を行使し，許可証の発給

を続けている。このような日本の行動は，致死調査に反対するというIWCや世界の

明確な意思表示に反する行為であり，権利の乱用にあたるというものである。反捕鯨

国は，このような言説を根拠とし，早急に鯨を殺傷しない非致死的調査に切り替える

ようIWCの決議で日本に強く求めている。

 しかしながら，実際にはこれら国際法の言説には健全な法的根拠がない（Hno

2001：11；小松2001：252）。モラトリアムとSOSはともに，日本の違法行為を糾弾する

根拠として広く用いられているが，このような規制措置は商業捕鯨のみに適用される

ものであるため，捕獲調査は合法行為である。さらには，生物学的情報を収集した後

の鯨体を活用することは，条約上も求められている。ICRW（1998）第8条2項には「…

特別許可に基づいて捕獲した鯨は，実行可能な限り加工し，また，取得金は，許可

を与えた政府の発給した指令書に従って処分しなければならない。」と明言しており，

日本の副産物販売に対する非難には根拠がない。さらには，IWCISCは，JARPAに関し，

「rWCISCはJARPAの獣帯構造データは資源管理に役立つことに合意した。…このよ

うな情報はRMP適用試験の向上に関連があり，長期的に見ればRMPの改良につなが

ることも合意された。」「さらに，JARPAは多くの貴重な生物学的パラメーター（加入率，

自然死亡率，性成熟および繁殖年齢の低下）を提供していることにも合意した。…ま

だ，多くの作業がなさればならないが，多くの貴重な調査結果が得られたことに合意

した。」（rWC 1998a：38），またJARPNに関しても，「（IWCISC）JARPN評価作業部会

は…JARPNで得られた情報は，北太平洋ミンククジラのRMP適用試験の精度を高め

るために使われてきたし，これからも使われるであろう，このためJARPNで得られ

た情報は，鯨資源の管理に関連があるとした。」（IWC 2001：60）と述べている。この

ように，日本の調査は鯨類生物学と資源管理に貢献しており，日本の調査が違法であ

るとする正当な根拠は何も存在しない。それにもかかわらず，最近，反捕鯨非政府組

織（NGO）は，捕獲調査糾弾キャンペーン22）に他分野の高名な科学者を賛同させ新

聞広告に名前を連ねさせた。このような行為は，実際には政治的な意志表明でありな

がら，科学という名目の下にその影響力を用いて，日本の鯨類科学調査の信用を傷つ

けようとする試みである（Aron， Burke， and Freem㎝2002；B蝋erwo曲1992：534参照）。

 さらには，権利の乱用であるとする主張にも十分な根拠がなく（Greenberg， Hofe

and Goulding 2001；nno 2001），自らが多数派の立場を乱用し，条約に反した決定およ
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び決議等を採択していることにはふれていない。このように，実際には日本の捕獲調

査が国際法違反であるというのは全くのいいがかりであるが，日本は情報操作によっ

て悪者に仕立てあげられている。

 このように様々な反捕鯨の言説があるが，いずれも捕鯨の完全廃絶という立場の擁

護には限界があるため（Kalland 1992：25），より説得力がある科学論の言説に回帰し

つつある。新たな科学論の言説は，科学的情報を恣意的に操作してつくりだされた環

境汚染に関するものである。その一つは，鯨肉は過度に汚染されており，人類の消費23）

には不適切であると考えられるため，鯨は食糧資源ではなく，鑑賞資源としてのみ用

いられるべきであるという議論である。食の安全性への一般の関心が高いことから環

境保護団体が積極的なキャンペーンを行っている盟）。他には，科学の「不確実性論」

に環境をからませたものがあり，オゾンホール等環境変化や汚染が鯨類に与える影響

がわからないため，十分な科学的知見が蓄積されるまで予防的対策として三部は保護

されなければならないという言説25＞である。このような動きに見られるように，現

在IWCは多数派反捕鯨国の意志で，従来の課題である資源管理から環境問題に重点

をおいた調査をする方向で動きはじめ（IWC 2000：51），捕鯨国はIWCに対し不満を

さらにつのらせており，捕鯨国と反捕鯨国の対立は深刻さを増している。

4．3中間国

 アイルランドやオマーン，モロッコの数力国が中間国％〉とされているが，その立

場は必ずしも中立というわけではない。中間国には立場がより柔軟な反捕鯨国と，捕

鯨紛争にあまり利害がない国が含まれる。多くの場合，その投票態度は反照興国に準

じたものであるが，このような国々が中間国と考えられているのは，場合によっては，

妥協が可能な立場をとることができるためである。中間国は現在のところ，グループ

として一律の投票態度はとっておらず，それぞれ議題別に投票態度が異なる。反捕鯨

派に組する一方で，15年間も捕獲枠を付与されなかった日本の地域共同体に関する

提案を支持することもあり，また，ある時には両派閥に組せず，棄権を選択する場合

もある。

 アイルランドは，対立し行き詰まっているIWCの現状を憂い，両派閥の仲裁を試

みた。このような行動には，一部の加盟国が，現状が継続すれば，IWCが破綻すると

真剣にIWCの未来について不安を募らせているという背景がある助。言い換えれば，

IWCに不満をもっている捕鯨国が， IWCを脱退し， IWCに変わる資源管理機関を設

立し，rWCが名目上の無力な組織に成り果てることを恐れているのである（Butterworth

1992）。1997年にアイルランドは， IWCを再度資源管理機関として機能させるべく，

両派閥に妥協をもとめ，一般的にアイルランド提案（IWC 1998a：35－36）とよばれて

いる妥協案鰺）を提出し調整を試みたが，今日に至るまで，この提案は実を結んでは
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いない（IWC 1998c：35；1999：42－43；2000：50－51）。しかしながら，中間国は両派閥に対

して仲裁者としての役割を果たし得ることから，中間国のメンバーがさらに増え，明

確な方針をもって真にIWCの第3の派閥として確立すれば， rWC正常化に貢献でき

る要素を十分含んでいると考えられる。

5捕鯨紛争：近年の展開

 捕鯨紛争において1982年に採択された商業捕鯨モラトリアムは重大事件であり，

それ以降の論争は，モラトリアムを継続するか，解除するかが中心となっている。

IWC内の捕鯨国と反捕鯨国の対立の経緯は1970年代にまで遡るが，本稿では1980年

代から今日までの経緯と展開についてまとめてみたい。

5．1多数派工作第1期（1980年頃一1990年代）

 反捕鯨派は，長年の宿願であった商業捕鯨モラトリアム採択をIWCで実現するた

めに利用派との妥協を試みるよりも，多数派工作とPR重視の戦略を選択した。1980

年から1982年までに新規に18ヶ国が加盟し29＞（Spenc肌Bolluwek， and Morais 1991；表

1を参照），反捕鯨派に組した。この結果，反捕鯨派は大派閥へと成長し，IWCの附

表修正を伴う決定を制することができる4分の3の票を確保することに成功した。こ

の結果が，科学的勧告を無視した1982年の商業捕鯨モラトリアム強硬採決であった。

これは反捕鯨国と反捕鯨NGOにとって，環境保護運動の「大勝利」とされる画期的

な事件であった。この勝利によって，彼らは次の目標を全世界からの捕鯨の撤廃と定

めた30）。

 IWCは1982年以降その本質が変わってしまった。日本の見解によれば， rWCは

反捕鯨国とNGOにハイジャックされ，不条理な行動を始めたのである（長崎1992：

13）。1990年には，IWCISCが南氷洋のミンククジラの資源量が約76万頭であること

に合意し，これを受けてIWCは，これまでの科学的知見を踏まえ，同年までにモラ

トリアムを再考するはずであった。しかしながら，IWC多数派の反捕鯨国はこの見直

しを数の力で押しきり，無視した経緯がある（IWC 1991：26－28）。

 さらには，1992年には長年の懸案であった科学に基づいたRMPがrWCISCで合意

されたため，この科学的進展により鯨の安全な捕獲枠が計算できるようになった。鯨

類の持続的利用がついには可能になったのにもかかわらず，IWCでは，それを望ま

ない多数派の意志でRMPを即座に採択することができなかった。多数派反捕鯨国

は，拘束力の無い決議によって表面上はRMPを承認する決議を採択した（IWC 1992：

47）。しかし，実際は商業捕鯨の再開を懸念して，その採択を1994年まで見送ったの

である（IWC 1994：20；1995：23－26）。反捕鯨派はモラトリアム解除をおそれ，今度は
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ゲームのルールを科学から動物権と倫理へ変えるという戦略に出たのである（Times

1992）。

 このようなIWCの不条理な行動がもたらした結果は，1992年越アイスランド脱

退，同年ノルウェーは異議申立てにもとつく商業捕鯨再開を宣言，翌1993年には捕

鯨を再開するに至らせた。さらには，当時rwc／scの議長であったハモンド博：士が，

IWCISCの努力の成果であるRMPに対する不当な扱いとして議長職を辞任してIWC

に抗議をおこなった（IWC 1995：33）。

 一方，日本もアイスランド，ノルウェーと同様に異議申し立てを行っていたが，

1985年米国の圧力によりその撤回を余儀なくされた。米国は，当時日本の遠洋漁業

にとってもっとも重要であったアラスカ周辺の底魚漁；場の漁獲割り当てを削減すると

いうパクウッド・マグナソン法31）を用いて，日本に異議申し立て撤回を迫ったので

ある（小松2001：56）。板橋（1987：213）によれば，当時，この北洋漁業に直接従事し

ていた漁業者は12，000人，水揚げ高は1，300億円であり，一方捕鯨に直接従事してい

た漁業者は1，300人，水揚げ高は110億円であり，明白な規模の差から日本は北洋漁

業を守るという選択をした。その後，日本は鯨類捕獲調査の継続によって，誠実に科

学的知見を蓄積し，科学的見地からモラトリアム解除をめざす戦略をとり現在に至っ

ている。

 RMPはIWCによって最終的に1994年に採択されたが，反捕鯨国はその監督・取

締制度（RMS）完成まで実施を見送らせることに成功した。このような動きに対し，

持続的利用国はRMP適用に対する遅延工作32）と見なし（Aron， Burke， and Freeman

1999：24；rWC 1993a：16；小松2001：213）警戒を強めている。今日（2003年）まで，両

派閥の意見の対立からRMSは完成しておらず，モラトリアム解除と商業捕鯨再開へ

の道は閉ざされたままである。さらに一部の反捕鯨国は，モラトリアムの解除と商業

捕鯨の再開は別ものであると明言し始めている33）。このようなrwcの一連の行動を

鑑みれば，rwcが資源管理機関から保護機関へと変遷しつつあり，国際資源管理機関

として機能不全の状態に陥ったことを如実に示している。その結果，持続的利用派は

IWCに対し失望感をますます強め，両派閥の溝はさらに深まることとなった。

 一方，反捕鯨国は全世界からの捕鯨の撤廃を目指し活動を継続しており，この活

動過程の金字塔である商業捕鯨モラトリアム解除に応じる気配はない。例えば，1994

年に反捕鯨政策を掲げて新規に加盟したオーストリア34）や英国茄）はそれぞれのIWC

年次会議の開催声明で，「モラトリアム解除のいかなる動きにも反対する」と明確に

表明し続けている。このように反捕鯨国は，暫定措置であったはずの商業捕鯨モラト

リアムを恒久的なものとすべく，rWCを資源管理機関から保護機関へと多数派の意志

で改変させることを望んでいる。

 彼らはこの目的を達成するために，特に最近全世界でサンクチュアリー（捕鯨禁止
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区域）の制定を求めて熱心に活動しているが，これは仮にも，商業捕鯨モラトリアム

が解除され，商業捕鯨再開という彼らにとっては最悪のシナリオに陥った場合の予防

的措置であると考えられる。もし，モラトリアムが解除される事態に陥っても，世界

全海域が鯨類のサンクチュアリーとして制定されていれば，実質的に捕鯨を行うこと

ができない。よって，この捕鯨を行なわせないための「保険」としてのサンクチュアリー

作戦を展開して，全世界から捕鯨を廃絶しようとしている。デイ（Day l987：151）に

よれば，この傾向は1972年以来のものであるという。

 このサンクチュアリー作戦に沿って，反捕鯨国は，1979年にインド洋サンクチュ

アリーの採択にまず成功し，1994年には，南大洋サンクチュアリー（SOS）を制定し，

南氷洋での日本の調査海域に商業捕鯨禁止海区を設けることで日本を牽制した。さら

に，反捕鯨国は，1999年以来南太平洋サンクチュアリー（SPS）を，2001年以来南大

西洋サンクチュアリー（SAS）をも提案して，グローバル・サンクチュアリーを目指

した活動を反捕鯨環境保護団体と足並みをそろえて展開している。

 特に，SPSに関しては，これが真に南太平洋地域の意志であることを印象付けるた

めに，この提案にあわせて，南太平洋のIWC未加盟の島国国，クック諸島（2001），

フランス領ポリネシア（2002），フィジー（2003）らが，それぞれの自国水域での急

遽鯨類サンクチュアリーを制定している。さらには，反捕鯨国のモナコ，フランス，

イタリアは1999年目地中海のリグリア海鯨類サンクチュアリーを制定し，メキシコ

も2002年に自国水域に鯨類サンクチュアリーを制定しており，反捕鯨派は，全水域

でのサンクチュアリーの設立と鯨類全面保護が世界世論であることを印象づけようと

活発に活動している。

 鯨類管理の立場からみれば，SOSは，実際には商業捕鯨モラトリアムがいまだ効力

をもつため，単に重複規制措置であるが，このモラトリアムーサンクチュアリー作戦

は，反捕鯨宣伝と策略には大きな意味を持っていた。IWCでは1999年までマスコミ

が会議を直接に取材することができなかったため，反捕鯨NGOとマスコミは特殊な

共生関係にあった。NGOは会議に1970年置ろから参加を許されており，情報へのア

クセスがあった。ニュースが必要であったマスコミとPRに熱心であった反捕鯨NGO

は長期にわたり相互に依存し，反捕鯨NGOが独善的に解釈した会議の要点をマスコ

ミに提供し，これがセンセーショナリズムと共に世界へと配信された（Kalland 1992：

26）。

 反捕鯨派は，決まってモラトリアムを根拠に「鯨絶滅論」を，また，サンクチュアリー

を楯に日本の国際法違反を宣伝し続けた。実際はモラトリアムもSOSも商業捕鯨に

のみ適用され，科学的勧告を無視して採択されたにもかかわらず，メディアは日本を

サンクチュアリー海域で違法に鯨を捕殺している「悪者」として描き続けた。この結果，

日本は宣伝戦争に敗れ，捕鯨問題で世界の悪者となったのである（三崎1986）。日本
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は世界で最悪の「環境犯罪国」（Suzuld and Oiwa 1996：3）の一つであると考えられて

いるため，捕鯨はためらうことなくその犯罪リストに加えられたのである

52多数派工作：第2期（2000年頃一現在まで）

 反捕鯨派は絶対的多数をしめ，rWCを思うままに牛耳ってきたが，その力関係はこ

のころまでに変化し始めた。すでにモラトリアム採択のために加盟した国々の多くは

IWCを脱退し，また，ある加盟国は持続的利用へとその立場を明確に示し始めたため

である。この力関係の変化はSPS提案が採択に必要な4分の3の投票を得られなかっ

た1999年には明確となった。これは，反捕鯨国が，拘束力のない決議の採択に必要

な過半数は保ちつつも，IWCで資源保全措置を左右する附表修正案への決定権を失っ

たことを意味する。その結果，反捕鯨国の懸案であるSPS提案は1999年以来， SAS

提案は2001年以来IWCで否決され続けている。

 さらに，たとえ科学的根拠があっても，十分な票数がなければ恒久的敗者であると

いう多数派工作のゲームのルールを理解した捕鯨国が，持続的利用を支持する国や中

立的立場をとりえる国に働きかけを始めた。著名な捕鯨国であり，1992年にIWCを

脱退したアイスランドが2001年に再加盟を果たした。が，同国の加盟が商業捕鯨モ

ラトリアムに関して異議申し立て付きであったことから，反捕鯨派は同国の加盟を認

めず，多数派の力を使ってアイスランドを2001から2002年までの年次会合で投票権

のないオブザーバーとして扱ったことから，このアイスランド加盟問題は両派閥に

とって新たな火種となり，2002年5月に開催された第54回忌WC年次会合では焦点の

ひとつであった。

 反捕鯨派は，異議申し立て付きのまま加盟を認めれば，他の捕鯨国に対して危険

な前例36）になるとしてアイスランドの加盟を拒否する立場をとり，持続的利用派は，

IWCに異議申し立て付き加盟を拒否する権限はないとして，また，アイスランドが加

盟すればIWC内の微妙な力関係を有利な方向に傾けられることから，加盟を支持す

る立場を取り，その投票権をめぐり会議が紛糾した。

 さらなる力関係の変化は，米国，ロシアの共同提案の先住民生存捕鯨の捕獲枠が，

WC上初めて否決されたことに象徴される。これは自らが先住民生存捕鯨国でありな

がら，反捕鯨派のリーダーである米国にとって予期せぬ敗北であり，大事件37）であっ

た。利用派は今やその気になれば提案をブロックするだけの票数を持ち，反捕鯨派は

もはやIWCの決定を思いのままにすることはできなくなったのである。この捕獲枠

をめぐる論争は第54回年次会合のもうひとつの焦点であり，捕獲枠を付与しようと

した反捕鯨国と，より公正な扱いを求めてその捕獲枠否定を余儀なくされた持続的利

用国が対立した。

 その背景には，ASWの捕獲枠は枯渇した資源からの捕獲にもかかわらず，その文
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化的必要性から常に捕獲枠を付与され，その一方で，同等の文化的必要性が認められ

ている日本の沿岸地域共同体には，健全な資源からの捕獲にもかかわらず，その「商

業性」を根拠に15年連続して暫定救済捕獲枠が否決されてきたという事実がある。

日本とその同盟国は，IWCが捕鯨カテゴリーごとに異なる管理方式一ASWには先

住民管理方式（AWMP）が用いられ，ホッキョククジラのような保護資源にも捕獲枠

が付与されながら，商業捕鯨には，水産学でもっとも保守的な計算方法である改訂管

理方式（RMP）を用い，資源が健全な種にも捕獲枠が付与されない一を採用してい

ることは，ダブルスタンダードであり，捕獲枠は資源が持続的に利用できるか否かと

いう見識にもとづいて決定されるべきと要求したのである38）。

 このASWとアイスランド加盟問題は年次会合で決着せず，同年の10月に招集さ

れた特別会合にて決着をみた。米国とロシアのASW捕獲枠の附表修正提案はコンセ

ンサスで採択されたが，それとは対照的に日本の沿岸地域共同体に対する決議提案は，

拘束力がないにもかかわらず否決された（IWC 2003b：10）。このいつものおきまりの

パターンの唯一の違いは，日本が沿岸地域共同体に関する要求を今後もASWに関連

付けることを恐れた米国が日本提案支持にまわったことであった。

 アイスランドのIWC加盟については，その異議申し立て付加盟を認めるか否か，

コンセンサスが得られず，投票の結果わすが一票差で，IWCはついにアイスランドを

正式に加盟国として認めることとなった（IWC 2003b：2－6）。これによって，持続的利

用派はIWCでの微妙な力関係に影響する貴重な一票を得たのである。2002年には，6ヶ

国が新規に加盟し，4力国が持続的利用派へ，2力国が反捕鯨派へと加わった。また，

新聞報道等によれば，ニュージーランドはギリシアやEU加盟国に鯨保護のために共

闘すべくIWC加盟を要請している39）。また，反捕鯨NGOのグリーンピースも， EU

加盟をめざす東欧諸国のハンガリー，ポーランド，チェコ，スロバキアに捕鯨再開を

阻止するための加盟を求めているω）。現行ではIWCの資源管理措置は科学ではなく，

票取りゲームで決められるため，この加盟国の多数派工作はしばらく続く模様である。

残念ながら，IWCの加盟国が増えても，どちらかの派閥に組して，ゲームに参加する

ことから，両派閥を仲裁しえるような中間国が増える気配はない。

 さらに，クジラをめぐる紛争は，他の国際機関，絶滅のおそれのある野生動植物の

種の取引に関する国際条約（CITES）や移動性野生動物種の保全に関する条約（CMS）

にも飛び火している。双方の馬蝉とも，結局のところ世界で唯一の鯨類管理機関であ

るIWCでモラトリアムが施行されているため， IWC管理対象種を保護種としている。

このような他の国際機関における鯨類の取り扱いに関して，世界世論が持続的利用で

あるのか，または保護であるのかという根拠としてたびたびIWCの議論やPRで用い

られるため，両派閥ともに重要視し（rWC 2000：39）， CITESではたびたびミンククジ

ラ等健全な鯨種に関し，ダウンリスティング提案が捕鯨国から提出され，鯨をめぐっ
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て攻防が続いている41）。

6対立の構造

 世界には様々な文化や価値観をもつ国々が存在する。したがって，国際社会では，

立場に違いがあっても，相互の違いを認めながら，誠意を持って互いに歩み寄り，妥

協を図って問題を解決して行くのが通例である。この立場をとれば，鯨を利用したい

国も保護したい国もお互いの考え方を認め，互いに妥協しながら，鯨の利用を考える

ことが得策である。しかしながら，このような交渉プロセスは，IWCでは見られず，

対決的な姿勢が明確である。先に利用派と保護派の言説を紹介したが，なぜ他の国際

機関とは対照的に相互の歩み寄りが見られず，IWCでは深刻な対立に陥っているので

あろうか？この背景には，反捕鯨国において捕鯨問題に政治的価値があることが大き

く関与していると考えられる。捕鯨問題は未解決のままであるがゆえに，政治的価値

があるのである。

 鯨は海で人類に匹敵するような特別な動物，だから数にはかかわらず一頭たりとも

殺してはならないという言説は，特殊な価値観を反映している。なぜ，このような価

値観が鯨類保護に特化した特定団体のものではなく，欧米諸大国に受け入れられ，そ

の政策に反映されるようになったのだろうか？この背景には，捕鯨問題を複雑にして

いる政治的意図が関与していると考えられる。捕鯨問題が急遽世界の注目を集めたの

は，1972年6月の国連人間環境会議で，鯨が環境問題のシンボルとして華々しくデ

ビューしたことによる。この唐突ともいえる鯨の国際環境フォーラムデビューに関し

様々な説があるが，当時世界でより重要課題であった，公害，汚染，環境破壊等の「身

代わり」として用いられたとする説が有力である（金子2000；Hamer 2002）

 国連人間環境会議で，もともと議題とされるとした問題は米軍がベトナム戦争で使

用していた枯葉剤（板橋1987），加えて海に投棄していた核廃棄物の処理問題（デー

ビットソン1975）等であったといわれている。当時，先進国は従来の工業政策の重

視から生まれた公害・環境問題等にさいなまれ，一般大衆は破壊されつつあった自然

環境への関心を大変高めていた。米国は，国際会議でこれらの問題が取り上げられ，

大衆に知りわたれば，1960年代後半から盛んになったベトナム反戦運動，公民権運動，

女性解放運動，環境保護運動等の政府に対する大衆抗議運動にさらに拍車をかけ，そ

れらへの対処がさらに困難になることから，議題からはずされることを望んでいた。

抗議運動の矛先を変える必要があった米国政府は，その身代わりとして「鯨」を選ん

だと考えられており，このような政治的意図から，本来は水産資源である鯨を環境分

野でデビューさせるべく，数年前から米国は準備を着々と進めていたのである（金子

2000；小松2001：7－9；梅崎1999）。
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 このような背景から，米国政府は「鯨を救え」キャンペーンを展開するようになっ

た環境保護団体に対して，積極的支援を与え，商業捕鯨廃絶は多くの団体の目標となっ

た。国連人間環境会議で，これらの団体は大規模キャンペーンを展開し42），モラトリ

アム採択に貢献した。そのひとつ世界野生動物基金（WWF）は「鯨類を絶滅から救

えなければ，われわれは，人類や，生命を支えている生物圏を救うチャンスなど殆ど

ない」姻というスローガンを用いてキャンペーンを展開していた。この官民合同キャ

ンペーン44）によって，米国は会議の話題を鯨に集中させ，環境のシンボルとしての

鯨の売り込みに成功し，1972年商業捕鯨モラトリアムの決議採択に成功した。この

過程で，鯨は「エコロジー運動，地球上の全ての種の運命を象徴するシンボル」（Day

1987：1）として水産資源から政治的資源へと変貌を遂げたのである。

 さらに同年10月，米国は海産哺乳動物の水産資源としての一切の利用を禁ずる「海

産哺乳動物保護法」を制定し，国内で全面保護する政策を打ち出した。1964年から

1967年まで放映されていたNBCの人気TVシリーズ「わんぱくフリッパー」による

影響からか，大衆は鯨類を賢くかわいい保護に値する動物としてとらえるようになっ

た。さらに，環境保護団体や反捕鯨運動に特化するようになった団体による大規模

な鯨保護キャンペーンは，一般大衆からの支持を得て大変な盛り上がりを見せた。こ

れらの団体は，鯨が一種類しかいない絶滅に瀕した動物であると大衆に信じ込ませ，

さらには，大当たりのキャンペーンには不可欠である「敵」の演出も忘れなかった

（Spence鵯Bollwek， and Morais l991）。捕鯨問題では外国人の捕鯨者が「敵」であったため，

さらに好都合であった。外国入に罪をなすりつけて，危機感をさらに煽ったのである。

このようなキャンペーンによって大衆から多額の寄付金を募ることに成功したこれら

組織は，飛躍的な成長をとげることとなり（Kalland 1992：18；Knudson 2001；Lacey and

Stew瞭2003），捕鯨問題は，これら団体にとって重要な資金源となったのである（Aron，

Burke， and Freeman l999：28）。

 米国は水産資源として妙なしであった鯨，また産業としての価値がなくなってい

た捕鯨を政治的に表舞台に持ち出し，国内外で関心を集めることに成功した（小松

2001：7）。この結果，鯨は政府と反捕鯨団体にとって特別に価値ある存在となった。

反捕鯨運動では，鯨を殺す捕鯨者が悪役としてその攻撃対象となったが，日本は主要

捕鯨国であった上，アイスランドやノルウェーら他の捕鯨国からも鯨肉を輸入してい

たため，その格好の標的であった。日本を攻撃目標にできることは，米国にとっては

さらに好都合であった。当時日本は驚異的な経済的発展を遂げ，1965年以来対米貿

易が黒字となり，米国を脅かす経済大国に成長していた。貿易摩擦から日本をうとま

しく思っていた米国は捕鯨問題を排日運動の道具として用いたのである（Kanand and

Moeran 1992；Stoett 1997；and Totten■11978）。

 さらに，米国政府は急速に圧力「産業」へと成長した環境保護・反捕鯨団体との政
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治的取引にも捕鯨問題を利用した。自らの環境政策の不備を国内外でカモフラージュ

する見返りに，このような団体と協調して捕鯨廃止を訴える戦略をとったのである（金

子2000；Stone 2001：277；梅崎1999）。この取引によって，鯨は政府にとって環境問題

に対する「免罪符」としての役割をもつ，貴重な「政治的資源」となったのである。

加えて，鯨は政治家個人にとっても，環境保護を訴え，グリーンなイメージで票や選

挙資金を集めるのに格好の材料であり，鯨類絶対保護という反捕鯨政策は政府や政治

家が自ら何のコストをはらわずにして，多くの利益を生む「戦略資源」となったので

ある（Aron， Burke， and Freeman 2000：179）。環境保護・反捕鯨団体にとっての利益は，

政府の庇護の下にある捕鯨問題をエスカレートさせて，自らの名を高め，鯨の絶滅等

の演出で危機感を作り出し，大衆にアピールすることで寄付運動を展開し，鯨からよ

り多くの資金を回収することであった。この結果，政治・戦略資源としての鯨の地位

は確立し，鯨をめぐり政府とこれらNGOの長期にわたる共生関係が築かれることに

なったと考えられる。

 この鯨に与えられた新しい役割に他の国も次々と追従しはじめた。現在，反捕鯨国

であるオーストラリアは1970年野末まで鯨油生産を目的としていた捕鯨国であった。

当初1974年，オーストラリアはIWCで科学的情報に基づく資源管理を提唱していた

が，1979年に捕鯨から撤退すると同時に反捕鯨政策へ急遽転向し，反捕鯨国への仲

間入りを果たした。その背景には，1977年にグリーンピースがアザラシキャンペーン

で成功を収めた後にオーストラリアに進出し，「鯨を救え」キャンペーンを開始した

ことに関連があるように思われる。このような動きを受け，政府はさっそく捕鯨査問

委員会を発足させ，委員会は1978年，政府に捕鯨からの撤退と反捕鯨政策を勧告し

た。政府はそれを受け，1979年に捕鯨から撤退，翌1980年には鯨保護法を導入，反

捕鯨政策の基盤とした（Whales ofAustralia n． d．）。鯨座に積極的な保護を与えることで，

政府は国民に環境問題への意欲的な対処をアピールした。さらには，捕鯨から撤退し

IWCからも脱退したオランダ，ニュージーランドも，反捕鯨政策を掲げて，それぞれ

1977年と1976年にIWCに再度加盟している（ギャンベル2002：44）。加えて，それぞ

れ1994年と1998年に新規に加盟したオーストリアとイタリアも，商業捕鯨の完全撤

廃を目的として加盟したという（Aron， Burke， and Freemεm 2000：181）。

 これらの例にみられるように，鯨の利用・非利用という対立の影には，政治・戦略

資源としての鯨の役割があることに注目すべきである。捕鯨問題が，長期にわたり解

決し得なかった理由のひとつには，政治的資源としての鯨の役割が絶大になったこと

にあるのではないだろうか。鯨があまりに影響力のある環境のシンボルとして確立し

てしまったがゆえに，そして，捕鯨紛争というコンテクストの中でのみこのシンボル

が効果的な役割を果たし得ることから，IWCでの妥協もなく，捕鯨問題は約30年の

長きにわたり継続し，鯨は政治・戦略資源としての利用され続けてきたのである。
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 反捕鯨国の視点にたてば，捕鯨問題は継続させておくほうがはるかに有益である。

捕鯨問題があるかぎり，鯨は全面保護することで環境問題の「免罪符」となりえるし，

さらには経済大国である日本への圧カーが，実際はIWCの外の二国間，多国間協議

で捕鯨が大きな問題になることはほとんどない（Goodman 1997：547）一にもなりえる

のである。一方，環境保護団体は，資金集めの大スターを失う。捕鯨問題が「捕鯨禁

止」によって解決されてしまえば，政府も環境保護団体も鯨からは得るものはホエー

ル・ウオッチング産業以外には何もなく，現在鯨から得ている様々な利益を鑑みれば，

その恩恵はあまりにも少ないと考えられる。保護派の真のゴールはかって言われてき

たような，全世界での捕鯨の終焉ではなく，実は「捕鯨問題の継続」にあり，鯨を政

治・戦略資源として利用し続けることにある。言い換えれば，捕鯨問題の根底にある

のは，水産資源と観賞資源との価値的対立ではなく，水産資源と政治・戦略資源との

価値的対立なのである。

7終わりに

 人類はその未来について自らと自然との関係を模索し，従来の消費的利用を中心

とした人と自然の関係を再考する過程で，ありのままの自然や風景の美しさにも価値

があり，自然環境を非消費的に利用するという資源利用の新たな側面を見出すことと

なった。さらには，このような意識は先人より受け継いだ自然を健全なかたちで未来

へと伝えるという世代聞倫理の認識にもつながり，この脈絡で，資源とは何なのか，

そして誰が資源をどのように用いるべきなのかといった問いが改めてなされることに

なった。

 鯨類資源に関しても，このような問いかけがなされ，この高度回遊性資源の利用を

巡り，現在世界は2分されている。一方は，過去の不幸な大規模捕鯨産業による乱獲

の歴史を踏まえて，多くの鯨類がいまだ絶滅の危機にあるとし，もし商業捕鯨が再開

されれば，鯨帯資源は危機的状況に再び追いやられるとの憂慮から，鯨類の利用はそ

の資源量にかかわらず非消費的利用のみにとどめるべきであると主張する塁壁絶対保

護の立場である。他方は，感傷的理由による蝶類の絶対保護に反対し，資源状況が悪

い土類は保護すべきであるが，持続的に利用が可能な鯨類に関しては，従来からの消

費的利用は当然許されるべきであり，伝統的資源利用者の権利を尊重すべきと主張す

る持続的利用の立場である。

 この鯨類資源の利用に対する価値的対立は，現在，麺類に関して唯一の世界的規模

の管理機関であるIWCにおいてもっとも顕著である。鯨類絶対保護論者は，過去に

は鯨類が誰の所有物でもなかったために，過剰利用されるに至ったことから，「人類

の共有財産」をキーワードとして，鯨類は世界全ての人々の財産であるのと議論を展
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解し，鯨は致死的利用を求めるたかだか数ヶ国の意志によって捕殺されるべきではな

く，その利用にはIWCのような機関での世界的な合意が必要であると主張している。

そのため，IWCで鯨類の非消費的利用を新世界秩序として確立させようと多数派の力

を用いて積極的な活動，例えば，鯨類資源への利用者のアクセスを拒否する手段であ

る商業捕鯨モラトリアムの採択とその維持，を展開し，少数派の「人類の共有財産」

である鯨の消費的利用を認めない方針を貫きつつ，自らは政治的資源として鯨類の活

用を続けている。

 残念ながら，鯨類の非消費的利用こそが唯一の正当な利用法であり，安全で持続

的利用が可能であっても，その消費的利用は認められないという立場と，非消費的利

用と消費的利用は両立しえるものであり，持続的利用が可能であるなら，消費的利用

も認められるべきとする立場に妥協は見出せそうにない。両者の価値的対立は，1996

年のrwc年次会議の英国政府による開催声明に象徴される。「…ある資源が持続的に

利用できるからといって，その資源を利用しなければならないということにはならな

い。…JWCにおける英国の意志は，生きている鯨を尊び，苔類の利用は非致死的利

用とすることであり，このような意志は，鯨類を捕殺したいと考えている諸国の意志

と同様に価値あるものである（IWC OS 1996）」。カラン（1992）が言及しているように，

IWCは「価値観のトーナメントの場」と化していて，その対立に収拾がつかない状況

にあり，捕鯨問題の早期解決は難しいと考えられる。

 資源の多面的利用を通じて，人々はその非消費的価値を再発見したわけであるが，

この対立で従来資源を多面的に利用してきた伝統的な資源利用者の鯨類へのアクセス

までもが否定されてしまったことは大変不幸な出来事であった。伝統的な利用者は，

鯨を捕らえて食用とする消費的利用の長い歴史を持っているが，利用者は，鯨類を単

に物質的資源としてとらえてきただけではない。捕鯨という行為は独自の宗教観や世

界観と密接な関わりを持ち，鯨製品を用いて，多様な食文化を発達させ，鯨肉の分配

によって共同体のアイデンティティや家族の絆を強めるといった捕鯨文化を築きあげ

てきた。伝統的資源利用者は，鯨類をこのようなかたちで多面的に利用し，密接な関

係を築いてきたが，絶対保護論者はこのような人と鯨の関わりも，消費的利用である

がゆえに認めていない。

 保護論者は，「人類の共有財産」として未来の世代のために鯨類を保護すべきとす

る世代間倫理を楯に絶対保護を主張し続けるかもしれないが，まったく妥協を受け入

れず，自らが政治・戦略資源として独占的に鯨類を利用するために紛争を長引かせる，

といった対応には問題がある。なぜならば，このような利己的欲求のために，日々の

糧として安全で，栄養価のある線材として十分に確保が可能であり，利用者の意志で

選ばれた食料である鯨類へのアクセスを否定することは，FAO等の国際機関で認知さ

れている元来すべての人に保証されている基本的人権や食の安全保障を躁躍する行為
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であるのみならず，このような行動は，鯨類管理の附表修正は鯨生産物の消費者の利

益に配慮しなければならないとするICRW第5条2項にも違反する。さらには，鯨類

の公平な利用を拒絶することは，現在の世界的な資源利用戦略である持続的開発の原

理にも逆行する行為である。しかしながら，鯨類資源を政治的資源として利用しつづ

けたいという明確な政治的意志により捕鯨紛争は30年の長きにわたり継続し，鯨類

資源の公平な利用が妨げ続けられている。捕鯨問題を考えるおり，我々は紛争継続に

よって長期にわたり資源利用の権利を否定されてきた伝統的な資源利用者の存在を決

して忘れるべきではない。

注
1）国際捕鯨取締条約（ICRW）は1946年に締結，1948年効力が発生し，同年国際捕鯨委員会

  が発足した。この条約は3部（本文，附表，資源分類表）および付録から構成される。資源

  量等により捕鯨の実態は変化する可能性があるため，その捕獲頭数等の実質的な管理・保全

  規制は附表に記載されている。この附表修正で特に第5条にかかわる変更はIWC年次会合

  で投票権をもつ3／4の締約国の合意を要する。附表修正によって決定された管理・保全措置

  には締約国は従わなければならないが，自国に不都合な附表修正が多数決で承認された場合，

  条約5条第3項目より，締約国は異議申し立てを行うことができ，申し立てを行った国は決

  定に従わなくてもよい（大隅2003）。

  附表修正等IWC年次会合の意思決定は，コンセンサスまたは投票によっておこなわれる。

  議長が議論の進捗状況をみて，コンセンサスがあれば投票は行われないが，締約国からコン

  センサスに反対する意見や投票を求める意見がだされた場合は投票が行われる。

  また，締約国は決議（附表修正とは異なる勧告等の意志表示）を年次会合に提出できる。決

  議に関しても，その採択はコンセンサスまたは投票によってなされるが，投票の場合は附表

  修正とは異なり，1／2の合意のみの単純多数決で可決される（ICRW第3条第2項参照）。但し，

  締約国は採択された決議勧告に従う義務はない。

2）Aron， B雌e，㎝d Freeman（2000：181）によれば， IWC紛糾の原因はこのような条約参加規程

  の不備にあるという。

3）先住民生存捕鯨で認可されている捕獲枠（2003－2007年度）は以下のとおり（IWC 2003a：

  137－140） ：

  アラスカーロシア先住民によるホッキョククジラの捕獲枠は280頭を越えてはならない。

  ロシアーアメリカ先住民によるコククジラの捕獲枠は620頭，また，毎年140頭の捕獲を超

  えてはならない。

  グリーンランド先住民によるミンククジラの捕獲枠は中央系統群から毎年12頭，西グリー

  ンランド系統群は毎年175頭，およびナガスクジラの捕獲は19頭を越えてはならない。

  セント・ビンセントおよびグレナディーンズ諸島のべキァ住民によるザトウクジラの捕獲枠

  は20頭を超えてはならない。

4）北西太平洋海産哺乳類委員会（NAMMCO）は， NAMMCO条約締結により1992年設立され

  た。ノルウェー，アイスランド，グリーンランド，フェロー諸島がメンバーであり，北西太

 平洋における海産哺乳類の資源管理，保全，研究を共同で行う国際組織である。現在は，海

 洋生態系研究に関する最新の手法や生態系における海産哺乳類の役割等の研究を主に行って
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5）

6）

7）

8）

いる。〈About NAMMCO；http：〃nammco．no／〉

ちなみに，2003年のノルウェーの捕獲枠は711頭であった。

日本は南氷洋でクロミンククジラ440頭（2002－2003年）を捕獲，北西太平洋で，ミンク

クジラ 100頭，ニタリクジラ50頭，イワシクジラ 50頭，マッコウクジラ10頭（2003年

捕獲枠），その他に同水域の沿岸調査でミンククジラ50頭（2002年より開始）を捕獲している。

クロミンククジラの資源量は1990年に76万頭で，健全であることがIWC！SCによって合意

されており（IWC l991：19－20），1992年にIWCで合意された捕獲枠計算法（RMP）を用いれば，

その捕獲枠は年間約2，000頭である（IWC 1993b；田中栄次2002：49）g但し，現在IWCISCは

最新の資源量推定を進めており，南極海での調査の結果が入手できしだい，包括的評価を行

い新しい推定値を定める予定である。

北西太平洋のミンククジラの資源量推定は2，5000頭で，健全であることが1991年IWCISC

によって合意されている（IWC 1992：21）。日本は過去15年間（1987年から2002年まで）

この資源を対象とし50頭の暫定救済捕獲枠を求めてきたが，否決され続けてきた。

また，北西太平洋ニタリクジラの資源量推定は約23，700頭であることがIWCISCによって

1996年に合意されており（IWC 1996：24），水産庁によれば，マッコウクジラの資源量推定

は102，000頭（Kato and Miyashita 1998）であるが， IWC／SCでは合意に至っていない。これ

ら資源に対する捕獲比率はミンククジラ（100頭の捕獲）で0．4％，ニタリクジラ（50頭の捕

獲）で0．2％，マッコウクジラで0．Ol％（8頭の捕獲i）である（水産庁2001）。また，イワシ

クジラの資源量推定は，28，400頭（Gove㎜ent of Jap㎝2002：57）とされているが， IWCISC

では合意に至っていない。日本政府はIWαSCで合意されていない鯨種の捕獲も第2期北西

太平洋鯨類捕獲調査（JARPNH）における該当水域での漁業と鯨類の競合関係の解明において，

それらの鯨種のバイオマスの大きさを考えて必要であるとし，調査のための捕獲はその数が

わずかであることから，資源に影響がないとしている。

また，日本政府はいずれの三種もその推定資源量から持続可能な捕鯨の対象種となると考え

ている（Govemment of Japan 2002：26）。

ノルウェーが捕獲i対象としているのは北大西洋ミンククジラであり，1996年のIWC！SCの合

意資源量推定は約118，000頭であり（IWC I997：30），その最新資源量推定は約149，000頭

＜http：〃iwcof住ce．org尼s廿mate．htm＞とされており，健全な資源とされる。ノルウェーの捕獲枠

は1992年にIWCで合意された捕獲枠工算法（RMP）を用いて計算され，さらにNAMMCO

科学委員会でも検討されており，2003年の捕獲枠は711頭である。

改訂管理方式（RMP）

1994年にIWCで採択されたヒゲクジラを対象とする商業捕鯨のための安全な管理方式で，

その開発と採択には15年の年月を要した。RMPは，旧聞の捕獲限度量を制限する制度を採

用しており，RMPに必要とされる情報は，その資源からの過去の年ごとの捕獲頭数，目視

調査等で得られる資源量推定値およびその推定精度である。が，RMPにおける実際の捕獲

限度量は海区別に設定されるため，その運用にはさらなる情報海区と系統群の関係等，が

必要となる。（詳細は小松2001＝2G6－212；田中栄次2002；45－49参照）

改訂管理制度（RMS）

RMP実施時における管理取締制度：。．操業時に国際監視員を乗船させることには合意をみて

いるが，その費用の分担，任務，報告方法等で反捕鯨国と持続的利用国で対立している（詳

細は小松2001：212－213を参照）。

Agenda 21，パラグラフ17．46。 May l，2003，＜http：〃un．orglesa！susdevldocuments／agenda21／engli

shlagenda21／toc．hun＞
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9）FAOの食料安全保障のための漁業の持続的貢献に関する京都宣言および行動計画（1995）の

  パラグラフ12－14および責任ある漁業の行動規範（1999）の前文およびパラグラフ（c）

 京都宣言：May 1，2003．＜http：〃www．f加．org膨a群eemlkyotolkyoe，asp＞

 責任ある漁業の行動規範：May l，2003．＜h即：〃wwwfao，org几）OCREP10051×2220月置X2220EOO．H

 TM＞
 共に，『漁業に関する国際条約集』新水産新聞社 1999年に再録されている。

10）1998年フィンランド政府IWC開会声明（IWC OS l998c），1997年英国政府IWC開会声明

  （IWC OS I997c），1997年一1999年オーストラリア政府IWC開会声明（IWC OS l997a；1998a；

  1999a）等。

11）米国政府はマカー族のために1996年のIWCで捕獲枠を求めたが，他の反捕鯨国の反対にあ

  い提案を取り下げ，1997年まで先送りし，捕獲枠を得た経緯がある。

  ニュージーランド政府は1997年のIWC開会声明で，先住民生存捕鯨で捕殺されるクジラの

 数も最小限にすべきと明言している（IWC OS 1997b）。また，オーストリア政府は2000年の

  開会声明で先住民生存捕鯨の捕獲枠付与において，文化的，生存的必要性のクライテリアを

  明確化するように求めている（IWC OS 2000a）。

  もっとも最近の訴訟は，2002年1月に動物基金，米国人道協会等らがマカー族にコククジ

  ラ捕獲を認めた米国政府に対し，環境保護および海産哺乳類保護法に違反しているという告

 訴である。同年12月裁判所は最終的に原告側の主張をみとめ，両法律に違反しているとし，

 米国政府に環境インパクトアセスメントを命じ，コククジラ捕獲を中止させる決定をおこ

  なった。マカー族は1997年にIWCより捕獲枠を得て以来，1999年に1頭しか捕獲をおこなつ

  ていない。詳細は以下を参照：

 1997Meedngs of the Intemadonal Whahng Com血ssion：Besides Makah， Same Procedure as LastYba蕊

 May 1，2003．＜http：〃㎞ghnorth．no／newslnedit．asp？which＝153＞

 Makah and the Courts． May 1，2003．＜htΦ：〃worldcouncilof脚halers．comlmakah－n－data－courts．htm＞

12）反捕鯨国は，1987年以来（時間切れの左め決議採択が行われなかった2002年を除いて）毎

 年IWC年次総会で非致死的調査の中止，再考，または自粛を求める決議を採択している（小

 松2001：259；決議の全文はそれぞれの年の議長報告書を参照のこと）。

13）米国は，1993年のノルウェーの商業捕鯨再開に関して，ペリー修正法＊で証明したが，制

 裁は行なわなかった。この他にも，1986－87年異議申し立ての下での捕鯨に対し，1987年10

 月ペリー修正法の証明をおこなった。これを受けて，ノルウェー政府は1987年度を最後に，

 商業捕鯨を一時中断した。また，1988－90年および1992年にノルウェーの捕獲調査に関して

 それぞれ証明が1990年，1992年におこなわれ，1993年の商業捕鯨再開でも証明が行われた

 が，いずれの場合にも実際の制裁措置は課されなかった。

  ノルウェーは2002年アイスランドへ鯨肉の輸出を，また2003年にはデンマークの自治領で

  あるフェロー諸島へ輸出を開始したが，今のところ米国からのペリー修正法等の表立った動

  きはない。しかし，ノルウェーが意欲を示している日本への鯨肉輸出が開始されれば，再度

 制裁の脅威にさらされる可能性は十分過あると考えられる。

  ＊ペリー修正法：1978年制定の米国の国内法で，国際漁業機関等が実施している国際保存

 管理措置の有効性を減殺する行為を行っている国に対し，米国が一方的な制裁ができる法律。

 主な内容は「絶滅の危機に瀕した種について，その国際的な保全措置の有効性を減殺してい

  ると商務長官または内務長官より証明された国に対し，大統領は当該国からの野生生物製品

 の輸入を禁止することができる」というものである。大統領は制裁を発動するか否かを証明

 後60日以内．に議会に報告することとなっている（小松2001：247）。
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14）アイスランドは2003年6月に開催される第55回IWC年次会合で捕獲調査計画を提出の予

  定であり，本来調査計画書は，締約国政府にのみ回章され，会議までその内容は機密扱い

  であるが，その情報が反捕鯨団体へ漏洩した模様であり，4月3日付けの世界野生生物基金

  （WWF 2003）のプレスリリースによれば，アイスランドはその調査計画において北大西洋で

  ナガスクジラ100頭，イワシクジラ50頭，ミンククジラ100頭をおそらく2003年より捕獲

  する予定である。

15）IWCは1999年に本件について，スイス政府が提出した．IWCは小型山回を管轄するという法

  的分析に関して本会議で議論しているが，決着はつかなかった。小型鯨類を管轄する権限が

  あると発言した政府は，スイス，スエーデン，オランダ，英国，ニュージーランド，オース

  トリア，米国，モナコ，ブラジル，ドイツ，イタリアであった（IWC l999：42）

16）1980年オーストラリア政府IWC開会声明（IWC OS l980a），1988年ニュージーランド政府

  IWC開会声明（IWC OS l988）

17）1980年ニュージーランド政府IWC開会声明（IWC OS l980b）

  1993年オーストラリア政府IWC開会声明（IWC OS 1993）

  1997年オーストラリア政府IWC開会声明（IWC OS l997a）

  1997年英国政府IWC開会声明（IWC OS 1997c）

18）1997年オーストラリア政府IWC開会声明（IWC OS 1997a）

  1998－99年ニュージーランド政府．IWC開会声明（IWC OS I998d；1999c）

  2000年英国政府IWC開会声明（IWC OS 2000c）。

19）もっとも最近用いられた絶滅論の例は，メキシコ政府と三菱が共同でおこなっていたカリ

  フォルニアの塩田開発プロジェクトからコククジラを守ろうとするものである。科学的には

  コククジラ資源にあたえる脅威はないとしながら，絶滅論の支持者たちによって，プロジェ

  クトは中止に追い込まれた（Lacey and Stewart 2003）。．

20）反捕鯨国や反捕鯨NGOが決まって引用するのが， IWCISC報告書（1998b）の101ページの

  パラグラフの一部である（下線部）。全てのパラグラフは以下：

Fin烈ly，由e res皿ts of止e J柵A pro脚e， whleηo∫嫌ゆ一8ε那θ伽顧8㎜，， have

  the potential to血prove the management of minke whales on the Southem Hemisphere in the following

  ways（1）reducdons in the current set of plausible scenarios considered in Implementation Simulation

  Td創s；and（2）identi且ca口on of new scenarios to which fUture Implementa廿on Simulation Tdals will

  have to be developed，

  hnplementation Simulation Thals：RMPの適用試」験

21）権利の乱用については，2000年のrwc会合で始めて米国，オーストラリアらによってはじ

  めて持ち出され，その根拠としてThggs（2000）が用いられていた。それに対し，日本政府

  は2001年の会合でそれに反論する論文2点（Greenberg， Ho瓢and Gouk㎞g 2001；Iino 2001）

  を提出し，調査が鯨類科学に貢献していることおよび調査は科学目的に行われていることを

  根拠に，権利の乱用にはあたらないと反論した（IWC 2001：29）。

22）2002年5月WWF米国支部によって，「調査捕鯨に関する日本政府への公開書簡」という広

  告がニューヨークタイムズに記載された。公開書簡は，日本の調査が科学として信頼のおけ

  る水準に達していないとして，日本の捕獲調査を批判し，21名の高名な科学者がこのス

  テートメントに合意するとして署名している。全文は以下のInternational Network fbr Whaling

  Researchのホームページで閲覧可能。 July，102003

 ＜htΦ：〃ualberta．ca／inwrlissueslunde軍＿the＿lnicroscope．htmls＞

23）IWCは1998－99年に鯨肉消費に関する決議（IWC Resol面on l999b；2000a）を採択している。
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  反捕鯨国によって提案されたこの決議は，より中立的な言い回しに修正され採択をみた。

24）反捕鯨運動を食品汚染の立場から推進している団体のひとつに，「食品汚染を考える市民の

  会」があり，その2002年の開会声明（IWC／5410S SF）で，他の食品と比較しても，もっと

  も汚染が少ない南氷洋産の鯨肉（小松2001：120参照）と他海域での鯨肉に関しその汚染度

  を区別することなく，商業捕鯨に一貫目て反対する立場をとっている。

25）Solutions， Stop Whaling， Campaigns． Greenpeace Intemational Home Page． May 1，2003。＜http：〃

  wwwgreenpeacaorg加temado副＿en／c㎜圃gns）㌧1999年オーストラ．リア政府IWC開会声明

  （IWC OS l999a）。 IWC反捕鯨国らは，現在はモラ．トリアムが施工されているため，捕鯨よ

  りも環境変化が鯨類に与える影響が大きいと考えている。このような背景から，反捕鯨国

  を中心とし，IWCは1998年に環境変化と鯨類に関する決議（IWC ResoluUon 1999a）を採択

  しており，以後のIWC会議に「環境に対する配慮」という議題を追加させた（IWC l998c：

  31）。さらには，反捕鯨国は日本ら持続的利用国の反対にも関わらず，鯨類と環境汚染に関

  する調査プログラムである，POLLUTION2000＋に関し，優先調査分野としての決議（IWC

  Resoludon 2000b）を採択し，予算配分を行った（IWC l999：29－33）。2000年の会議でも，汚染，

  環境が心高管理に必要であるとする決議（IWC Resol面on 2001a及び2001b）を採択している。

26）どの国を中問国とするかは，投票態度で判断をおこなっているが，態度が一定ではなく，変

  化するためにその判断が難しい。判断の条件として，通常は反捕鯨国と同様の投票態度をとつ

  ているが，2000年以来SPS提案に2001年以来SAS提案に対し棄権をおこなってきた国で，

  日本の沿岸小型捕鯨提案に対レ，1997年以来賛成または棄権した国をもって中間国とした

  （ちなみに持続的利用国はSPS，SASに反対，小型には賛成；反捕鯨国はSPS，SASに賛成，小

  型には反対）。SPS， SASに対し棄権した国は，アイルランド，オマーン，モロッコであり，

  そのうち沿岸小型捕鯨提案に賛成したのは，オマーン（1997年以来賛成），モロッコ（加盟

  した2001年以来賛成）の2力国であり，アイルランドは，棄権および反対している。（1997－1999

  年は棄権，2000－2002年は反対）カテゴリーに必ずしも当てはまらないが，アイルランドは，

  仲裁提案国として中間国とし，モロッコは2001年の加盟時に，持続的利用賛成，RMS早期

  採択を求めるステートメントを出しているが（IWC 2001：5），かならずしも持続的利用派と

  同様の投票態度をとっておらず，棄権が多いことから，中間国とした。

27）1997年モナコ公国でIWC49回会合が開催された折の，レニエ大公の開催歓迎スピーチ。

  IWCを脱退した捕鯨国が，条約外捕鯨をおこなうことは鯨類への脅威であると述べている。

28）アイルランド提案の詳細については，小松（2001：222－224）を参照のこと，主な項目は以下：

  1：RMS採択

  2：沿岸に限定した捕鯨の再開（但し，公海は禁止）

  3：鯨肉消費の地域限定（但し，国際取引は禁止）

  4：鯨類捕獲調査の段階的禁止

29）Spenc鉱Bolluwek， and Morais（1991）によれば，反捕鯨団体であるグリーンピースが経費を

 ．すべて支払い，少なくとも6力国を加盟させたという。また，Stroe賃（1987：77）によれば，

  チリ，アルゼンチン，ペルー，大韓民国，フィリピンのIWC加盟は米国の圧力による。

30）1997年英国政府IWC開会声明（IWC OS l997c）。反捕鯨NGOは鯨類の非消費的利用を推進

  するWhale Ahve会議をIWCの下で1983年に開催し（IWC 1984：26），この会議は，鯨類の．

  非消費的利用は消費的利用よりも産業として生産牲が高いことを示すことを目的にしており

  （Day l987：151；WWF n． d．），捕鯨撤廃のための布石と考えられる』

31）パクウッド・マグナソン法は，1979年に成立した米国の国内法で，「国際捕鯨取締条約の規

  制効果を減殺した国に対し，アメリカ200海里内の漁獲割当を初年度50％削減し，2年目は
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  ゼロにする」としている（板橋1987：213）。日本は米国の要求どおり，異議申し立てを撤回

  したが，結局その2年後にはアメリカの200海里内から日本漁船は締め出され，底魚と捕鯨

  双方を失った（小松2001：56）。

32）さらにオーストラリアは，RMSとRMPを認証する提案には反対票を投じると明言している。

  その理由として，RMSとRMPは商業捕鯨を認可するためのものであると述べている（Media

  S田tement l997， Senator Robe貢田1， M㎞ster of Env辻。㎜ent， Gove㎜ent of Au曲）。

33）1996年英国政府IWC開会声明（IWC OS l996）では，モラトリアム解除にいたらないRMS

  の採択にのみ応じると述べ，1999年ニュージーランド政府IWC開会声明では， RMSがモラ

  トリアム解除のための前兆とは考えたくないとしている。（IWC OS 1998d）。

34）1999－2001年オーストリア政府IWC開会声明（IWC OS l998b；1999b；2000a）

35）1999－2001年英国政府耳WC開会声明（IWC OS 1998e；1999d；2000c）

36）反捕鯨国は現在IWCに加盟している捕鯨国が一度脱退し，アイスランドのように異議申し

  立て付きで再加盟をすること，および持続的利用に賛同する前捕鯨国が異議申し立て付きで

  再加盟をすることの双方について懸念している。

37）米国はJWCがホッキョククジラの資源状況が悪すぎるとして， IWCISCの捕獲禁止勧告に

  従い1977年にその捕獲を禁止したにもかかわらず，IWCでは種の保存という生物学的要素

  よりも文化的要素を優先させるべきとして，1979年にアラスカ先住民のためにホッキョク

  クジラ捕獲枠を獲得することに成功している（GambeH l982：2）。それ以降米国の先住民生存

  捕鯨の捕獲枠が否決されることはなかった。ロシアへのホッキョククジラの枠は1997年に

  初めて付与されたが，米国がこの系統群に関する捕獲枠をすでに有していたことからロシア

  に分ける形となった。一方で，米国はロシアが有していたコククジラの捕獲枠をマカー族に

  付与する必要があったため，ロシアから分けてもらったという背景がある。

  日本ら持続的利用派は兼ねてから，日本の沿岸捕鯨に反対しながら，IWCでもっとも資源状

  態が悪いとされてきたホッキョククジラの捕獲を認めさせてきた米国の立場はダブルスタン

  ダードであるとして不満に思ってきた（Mardn l998：348）。今回，持続的利用派は，米国の

  主要捕獲対象種であるホッキョククジラが保護資源であることを鑑みて，その捕獲枠は従来

  付与されていた5年間ではなく，基本的には3年聞とし，後の2年間はIWCISCの科学的レ

  ビューによって，付与を決めるという妥協案を示した。が，米国が強硬に拒否したことから，

  オリジナル提案の否決をみることになり，ロシアもこの論争に巻き込まれる結果となった。

38）水産庁プレスリリース「沿岸小型捕鯨と原住民生存捕鯨に関する日本の立場」平成14年5

  月24日

39）ニュージーランド，プレス社（2002年6月11日）の記事によれば，政府主催昼食会におい

  てクラーク首相はギリシア大統領にIWCで三二保護のために共闘するため加盟を求めた。

  また，ドミニオン・ポスト（2003年1月23日）の記事によれば，EU諸国も鯨を守るため

 IWCに加盟すべきだとの意見を掲載している。

40）時事通信社（2003年5月1日）の報道によれば，持続派推進NGOであるIWMCによる情

 報として，グリーンピースが，IWCの反捕鯨派に加わるように，ポーランド，チェコ，スロ

 バキア，ハンガリーらに働きかけを行っているという。

41）日本はミンククジラ等のダウンリスティング提案（付属書1からHに引き下げ，貿易規制を

 緩和する）を1998年以来おこなっており結果は以下（水産庁2002）：

  1998年        賛成 反対 棄権

 北西太平洋ミンククジラ   45  65  7

 南氷洋ミンククジラ    53  59  5
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2000年

北西太平洋ミンククジラ

賛成  反対 棄権  無効

43  63   3   2

2002年

北西太平洋ミンククジラ

北西太平洋ニタリクジラ

北半球ミンククジラ

賛成

53

43

41

反対

66

63

54

棄権 無効
5

3   2

5   6

42）Day（1987：93）によれば，地球の友はロン．ドンのハイド・パークで鯨デモをおこない，関

  係者によれば参加者は2万人に近く，当時としては最大の動物権に関する決起集会であり，

  モラトリアム成立を確信していたという。また，梅崎（1999）によれば，ストックホルム郊

 外のスカプネス草原のテント村から，モラトリアム討議当日の朝に出発したNGOデモ隊は

  約2，000人，一般の市民も巻き込んで会議場へとなだれこんだ。

43）1965－1987年までIWCにおいてWWFのスポークスマンを務めたピーター・スコット氏のス

  テートメント。会議において，WWFは大きなクジラ風船を用いて商業捕鯨反対のデモをお

  こない，一般の関心を集めた（WWF n． d．）。

44）梅崎（1999：63）によれば，商業捕鯨モラトリアム採択のため，約2000人のNGOをストッ

  クホルムに送り込み，環境会議に出席させ，さらに議場外で反捕鯨集会とデモを行わせたの

  は，米国の意図であったという。
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